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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第49期

第２四半期累計期間
第50期

第２四半期累計期間
第49期

会計期間
自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日

自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日

売上高 （千円） 3,756,987 3,724,345 6,992,991

経常利益 （千円） 218,112 197,896 221,955

四半期（当期）純利益又は

四半期純損失（△）
（千円） 135,126 △170,455 157,894

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － －

資本金 （千円） 798,288 798,288 798,288

発行済株式総数 （株） 5,815,294 5,815,294 5,815,294

純資産額 （千円） 6,824,853 6,721,468 6,922,921

総資産額 （千円） 9,277,744 9,284,830 9,116,386

１株当たり四半期（当期）

純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）

（円） 23.36 △29.48 27.30

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 18.00

自己資本比率 （％） 73.6 72.4 75.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 288,306 284,323 454,296

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △17,318 △109,821 △40,019

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △179,093 △196,017 △255,210

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 759,702 805,358 826,874

 

回次
第49期

第２四半期会計期間
第50期

第２四半期会計期間

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 19.35 △36.13

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等について

は、記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　当第２四半期累計期間における我が国経済は、政府の経済政策や世界景気の回復を背景に、企業収益や雇用情勢

が改善し、緩やかな回復基調が続いておりますが、米国新政権の政策運営の不安定さや国内の人手不足問題など、

先行き不透明な状況にあります。

　フォーム印刷業界におきましては、電子媒体やデジタル化の進展により一般ビジネスフォーム印刷の需要が逓減

しており、その中で企業の経費削減や価格競争に加え、人件費の上昇などもあり、厳しい経営環境が続いておりま

す。

　この様な情勢の中、顧客ニーズの変化に迅速に対応する、総合的かつ具体的なソリューション提案を行い、ビジ

ネスフォームと情報処理の技術を総合的に組み合わせて新しいサービスに結びつける活動を積極的に進めてまいり

ました結果、売上高3,724百万円（前年同四半期比0.9％減）、営業利益186百万円（前年同四半期比20.1％減）、

経常利益197百万円（前年同四半期比9.3％減）となりました。また、四半期純損益につきましては、特別損失とし

て減損損失310百万円を計上したことにより、四半期純損失170百万円（前年同四半期は四半期純利益135百万円）

となりました。

　なお、売上状況につきましては、ビジネスフォーム1,442百万円（前年同四半期比3.7％減）、一般帳票類818百

万円（前年同四半期比1.9％減）、データプリント及び関連加工1,309百万円（前年同四半期比3.0％増）、サプラ

イ商品154百万円（前年同四半期比0.2％増）となっております。

 

(2）財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べて168百万円増加し、9,284百万円となりまし

た。資産の部においては、流動資産が203百万円増加し2,474百万円、固定資産が34百万円減少し6,810百万円とな

りました。また、負債の部においては、流動負債が235百万円増加し1,645百万円、固定負債が134百万円増加し918

百万円となりました。この結果、純資産の部においては、201百万円減少し6,721百万円となり、自己資本比率が

72.4％となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ

21百万円減少し、805百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は284百万円（前年同四半期は288百万円の獲得）となりました。これは主として税

引前四半期純損失103百万円、減損損失310百万円、減価償却費170百万円、仕入債務の増加額221百万円、売上債権

の増加額245百万円及び法人税等の支払額41百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は109百万円（前年同四半期は17百万円の使用）となりました。これは主として投

資有価証券の取得による支出128百万円、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出138百万円及び投資有価

証券の売却及び償還による収入143百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は196百万円（前年同四半期は179百万円の使用）となりました。これは主として配

当金の支払104百万円及びリース債務の返済による支出91百万円によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,400,000

計 15,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,815,294 5,815,294

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 5,815,294 5,815,294 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 5,815,294 － 798,288 － 600,052
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（６）【大株主の状況】

  平成29年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対
する所有株式数
の割合（％）

内外カーボンインキ㈱ 大阪府高槻市上土室６丁目17－１ 550 9.46

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 266 4.59

村　上　文　江 東京都中野区 255 4.38

光ビジネスフォーム従業員持株会 東京都新宿区西新宿２丁目６－１ 238 4.11

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４－１ 237 4.08

瀬　戸　政　春 東京都杉並区 174 2.99

富士フイルムビジネスサプライ㈱ 東京都港区西麻布２丁目26－30 141 2.43

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 130 2.24

㈱ミヤコシ 千葉県習志野市津田沼１丁目13－５ 122 2.11

日比谷総合設備㈱ 東京都港区芝浦４丁目２－８ 100 1.72

キヤノンプロダクションプリン

ティングシステムズ㈱
東京都港区港南２丁目13－29 100 1.72

フジ日本精糖㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１丁目４－９ 100 1.72

計 － 2,415 41.55

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     33,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  5,755,000 5,755 －

単元未満株式 普通株式     27,294 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 5,815,294 － －

総株主の議決権 － 5,755 －

（注）　単元未満株式には当社所有の自己株式212株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

光ビジネスフォーム

株式会社

東京都八王子市

東浅川町553番地
33,000 － 33,000 0.57

計 － 33,000 － 33,000 0.57
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

専務取締役
製造本部統括兼
DPP本部統括

常務取締役
営業本部長兼
DPP本部統括品質
管理担当

坂下　正已 平成29年４月１日

常務取締役
営業本部長兼
新宿営業所長

取締役
営業副本部長兼
新宿営業所長

松本　康宏 平成29年４月１日

常務取締役 営業本部長 常務取締役
営業本部長兼
新宿営業所長

松本　康宏 平成29年７月１日
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年１月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 826,874 805,358

受取手形及び売掛金 ※ 1,073,184 1,318,199

有価証券 17,200 －

製品 132,288 118,173

仕掛品 8,646 14,134

原材料 39,844 38,325

その他 173,954 181,090

貸倒引当金 △721 △581

流動資産合計 2,271,271 2,474,701

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,284,243 1,330,217

機械及び装置（純額） 160,010 148,282

土地 2,875,781 2,572,581

その他（純額） 595,632 715,059

有形固定資産合計 4,915,668 4,766,141

無形固定資産 72,092 63,895

投資その他の資産   

投資有価証券 1,113,861 1,218,701

その他 752,767 763,202

貸倒引当金 △9,274 △1,810

投資その他の資産合計 1,857,354 1,980,093

固定資産合計 6,845,114 6,810,129

資産合計 9,116,386 9,284,830

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 838,517 1,058,367

未払法人税等 50,370 89,896

引当金 42,602 35,420

その他 478,116 461,408

流動負債合計 1,409,606 1,645,093

固定負債   

役員退職慰労引当金 155,062 180,037

資産除去債務 25,621 25,886

その他 603,174 712,345

固定負債合計 783,857 918,268

負債合計 2,193,464 2,563,362

純資産の部   

株主資本   

資本金 798,288 798,288

資本剰余金 600,052 600,052

利益剰余金 5,383,471 5,108,923

自己株式 △20,433 △20,836

株主資本合計 6,761,379 6,486,427

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 161,542 235,041

評価・換算差額等合計 161,542 235,041

純資産合計 6,922,921 6,721,468

負債純資産合計 9,116,386 9,284,830
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(2)【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 3,756,987 3,724,345

売上原価 2,971,341 2,922,741

売上総利益 785,646 801,603

販売費及び一般管理費 ※１ 551,880 ※１ 614,735

営業利益 233,765 186,867

営業外収益   

受取利息 969 2,215

受取配当金 9,688 10,456

受取保険金 2,973 3,010

受取賃貸料 2,242 2,230

複合金融商品評価益 － 7,007

雑収入 2,685 2,702

営業外収益合計 18,559 27,623

営業外費用   

支払利息 7,259 8,701

保険解約損 711 －

有価証券償還損 － 3,740

固定資産除却損 7,344 2,225

貸倒引当金繰入額 104 －

複合金融商品評価損 17,144 －

雑損失 1,648 1,926

営業外費用合計 34,212 16,594

経常利益 218,112 197,896

特別利益   

固定資産売却益 29 1,074

投資有価証券売却益 13,331 9,904

特別利益合計 13,360 10,978

特別損失   

固定資産除却損 － 335

固定資産売却損 29 －

投資有価証券売却損 1,216 842

投資有価証券評価損 13,275 －

減損損失 － ※２ 310,874

特別損失合計 14,521 312,052

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 216,951 △103,176

法人税、住民税及び事業税 89,907 75,750

法人税等調整額 △8,082 △8,471

法人税等合計 81,825 67,278

四半期純利益又は四半期純損失（△） 135,126 △170,455
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失

（△）
216,951 △103,176

減価償却費 154,861 170,868

減損損失 － 310,874

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,426 24,975

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11,200 △7,700

受取利息及び受取配当金 △10,658 △12,672

支払利息 7,259 8,701

有価証券売却損益（△は益） － 3,740

固定資産除売却損益（△は益） 7,344 1,487

投資有価証券売却損益（△は益） △12,114 △9,062

投資有価証券評価損益（△は益） 13,275 －

売上債権の増減額（△は増加） △167,752 △245,014

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,358 10,144

仕入債務の増減額（△は減少） 119,997 221,319

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,680 △23,072

その他 32,172 △32,869

小計 349,525 318,543

利息及び配当金の受取額 10,658 12,672

利息の支払額 △7,263 △8,713

法人税等の支払額 △64,612 △41,189

その他 － 3,010

営業活動によるキャッシュ・フロー 288,306 284,323

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △20,899 △133,653

有形固定資産の売却による収入 34 1,074

無形固定資産の取得による支出 △6,479 △5,290

有価証券の売却及び償還による収入 － 15,417

投資有価証券の取得による支出 △117,679 △128,026

投資有価証券の売却及び償還による収入 128,990 143,480

その他 △1,285 △2,822

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,318 △109,821

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △74,937 △91,521

自己株式の取得による支出 △52 △402

配当金の支払額 △104,104 △104,093

財務活動によるキャッシュ・フロー △179,093 △196,017

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 91,894 △21,515

現金及び現金同等物の期首残高 667,808 826,874

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 759,702 ※ 805,358
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。

 

 

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理

 四半期会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、前事業年

度末日が金融機関の休日であったため、次の前事業年度末日満期手形が前事業年度末残高に含まれておりま

す。

 
前事業年度

（平成28年12月31日）
当第２四半期会計期間
（平成29年６月30日）

受取手形 16,705千円 －千円

 

 

（四半期損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成28年１月１日
　　至 平成28年６月30日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成29年１月１日
　　至 平成29年６月30日）

給与手当 255,531千円 264,358千円

貸倒引当金繰入額 △284 △140

賞与引当金繰入額 5,101 5,156

役員賞与引当金繰入額 11,200 12,700

役員退職慰労引当金繰入額 6,516 25,775

 

※２　減損損失

　当第２四半期累計期間において、当社は以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失（千円）

日本橋営業所

（東京都中央区）
営業所

土地 303,200

建物 7,659

工具、器具及び備品 14

計 310,874

　当社は、印刷事業用資産（共用資産を含む）、賃貸資産及び遊休資産を基礎としてグルーピングを行ってお

ります。

　移転することを決定いたしました日本橋営業所は、移転後の将来の使用が見込まれておらず、遊休資産化す

ることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（310,874千円）として特別損失に

計上しております。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し、不動産鑑定評価額により評価しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日）

現金及び預金 759,702千円 805,358千円

現金及び現金同等物 759,702 805,358
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月30日

定時株主総会
普通株式 104,104千円 18.00円 平成27年12月31日 平成28年３月31日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月30日

定時株主総会
普通株式 104,093千円 18.00円 平成28年12月31日 平成29年３月31日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

　関連会社を有していないため、該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、印刷関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
23円36銭 △29円48銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
135,126 △170,455

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
135,126 △170,455

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,783 5,782

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

 

  平成２９年８月８日

光ビジネスフォーム株式会社   

取　締　役　会　　　御　中   

 

 有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士

 

羽　　鳥　　良　　彰　　印

 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 渡　　邊　　康 一 郎　　印

 

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る光ビジネスフォーム株式会社の平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日までの第５０期事業
年度の第２四半期会計期間(平成２９年４月１日から平成２９年６月３０日まで)及び第２四半期累計期
間(平成２９年１月１日から平成２９年６月３０日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借
対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。
 

四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して
四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、光ビジネスフォーム株式会社の平成２９年
６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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